
平成25年度 海外地域別の市場分析に基づく我が国建設・不動産企業戦略構築業務 概要版
①我が国の建設・不動産企業は、その収益の大半を国内の大きな需要に依存しており、海外売上比率は最大手企業でも20%を超えていない。なかでも建設企業では、これまでもおよそ10年周期で売り上げの増加が見られるが、一時的

な増加に留まっており、戦略分野としての持続的な取り組みは定着していない。海外事業の拡大には、海外を戦略的な事業分野として見直し、長期にわたる持続的な事業展開の推進が必須であると考えられる。

②海外市場の動向を見ると、新興国では、経済成長が進むとともに民間資金により公共インフラを整備するPPP事業の活用が大幅に拡大しており、先進国でも、インフラの更新等にPPPを活用するケースが増えている。

③このような市場の動きを捉え、欧米をはじめとする競合国のインフラ関連企業は、PPP事業の展開を強化しており、M&A等を積極的に活用しながら進出国や事業分野を広げ、実績や収益を拡大している。我が国の建設・不動産企業も、③このような市場の動きを捉え、欧米をはじめとする競合国のインフラ関連企業は、PPP事業の展開を強化しており、M&A等を積極的に活用しながら進出国や事業分野を広げ、実績や収益を拡大している。我が国の建設 不動産企業も、
PPP事業分野への新規参入や事業拡大を図るため、これまでの「請負」による受注からＰＰＰへと、以下のように事業モデルの転換を進めるとともに、我が国の強みを生かせる、海外での都市開発事業等に積極的に取り組んで行く必
要がある。

1. 事業一括受注モデル・PMモデルへの転換

①PPP事業モデルの類型

②PPP事業参入方法のパターン

• PPP事業のモデルは複数あるが、強みを生

• PPP事業への参入に
おいては表２のように
いくつかのパターンが請負

• 他のコンソーシアム企業が受
託したPPP事業において

PM/CM
一般的 ①下請け ②プロジェクト買収 ③インフラ企業とのJV ④企業買収

表２．PPP事業参入方法のパターン
表１．PPP事業モデルの類型

PPP事業のモデルは複数あるが、強みを生
かすことが戦略上の要点である。

• 我が国の建設企業の強みは、建築を中心に
優れた設計・施工能力とサブコンのコント
ロールにより、高い品質を定められた納期
で実現することにある。

• 一方、欧州の建設企業は、大型土木分野を

いくつかのパタ ンが
考えられる。

• 自らの強みや、参入す
る市場の特徴を踏まえ
て選択することが重要
になる。

• いずれか一つを選択す
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含めたEPCで培った能力に基づいたプロ
ジェクトマネジメントにより金融機関から
信用を得て資金調達をアレンジし、PPP事
業において主導的な役割を担うことが可能
になっている。

• 我が国の建設企業も、優れた設計・施工能
力に加えて、プロジェクトマネジメント力

ずれか を選択す
るのではなく、自社の
状況に応じて複数の組
み合わせが有効。

• ある企業ではプロジェ
クト買収を起点に拡大
に成功している。
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になる
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• 事業経験や強みを持つ分
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センティブ作り

• 買収資金の確保
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2 海外での都市開発事業推進に向けた取り組み

力に加えて、プ ジェクトマネジメント力
やファイナンス能力等を強化することで、
金融機関から信用を得て資金調達を主導的
にアレンジする役割を担い、PPP事業にお
いて主導的な役割を担うことが可能と考え
られる。

PM
モデル Finance EPC O&M

PM/CM案件獲得をリ ドし、実行
フェーズにおいてはPMとして
の立場やCMの立場として参
画する。

米国系
企業等

人材拡充
欧州メジャーと

コンソーシアム形成
プロジェクト買収

取組み概要

成果

• 既存のプロジェクトをO&M
体制ごと買収

• 実績の確保
• O&Mノウハウの獲得

• 欧州メジャーとコンソーシ
アム形成で案件参画

• 受注拡大
• ノウハウ拡大

• 競合企業等から人材確保

• ノウハウ向上
• 受注体制拡大

※ 請負モデルとEPCモデルの主な違いはスコープの違いにある。請負には、エン

ジニアリング／設計が含まれず、エンジニアリング／設計は別途発注される。これ
に対しEPCには、エンジニアリング／設計が契約に含まれる。

例）日本企業によるPPP事業強化の取組み

同社では、プロジェクト買収により新規
分野の経験を積むことに成功し、その後
メジャー企業とのコンソーシアムや人材
獲得を通じて事業強化を進めた。

表３ 円借款・PPP・民間収益事業の効果的な組み合わせ方2. 海外での都市開発事業推進に向けた取り組み

①海外での都市開発事業推進の意義

【新興国の都市化の進行】

• 世銀データによると、アジア諸国を中心として、新興

国は高い経済成長率を維持し、都市化が急激に進んで

いる。

都市開発事業を推進していく上では、国内の都市開発の知見を踏まえた推
進体制を確立することや、採算性確保のための事業実施方法の効果的な組
み合わせ、日本の強みを踏まえた都市像の確立が重要になる。

②我が国による海外都市開発事業の推進方法

【組織的特徴と体制のあり方】

純粋民間事業
• オフィスビル
• 企業施設
• 商業施設 等

公共施設／公共インフラ
• 公共住宅／教育施設／医療施設
• 公共交通

事業の性質 資金源

• 収入が得られる商業サー
ビス

• 利用料金収入が得られる
公共サービス

※公共負担も考えられる

• 市中金融機関
• JICA海外投融資等の公的金融
（公共性が強い場合）

• 市中金融機関
• JICA海外投融資等の公的金融
（公共性が強い場合）

表３．円借款 PPP 民間収益事業の効果的な組み合わせ方

【新興国のニーズと我が国企業が参画する意義】

• 新興国からは、我が国が国内で実現した都市開発を自

国で実現したいというニーズがある。

• 都市開発事業は土木・建築の両方の要素を含み、我が

国の優れた構造技術や施工技術・環境技術を活かせる

機会が多い。

【組織的特徴と体制のあり方】
・従来、国内の都市開発は国・自治体や都市再生機構（ＵＲ）等の政府機
関を中心に進めてきており、ノウハウはこうした組織に蓄積されている。

・都市開発分野への参画を推進するためには、政府や国際機関等と民間企
業が連携して相互の知見・経験・ノウハウを結集することで競争力を発揮
することが肝要である。

【採算性確保の課題と対応】
また 都市開発事業は基礎インフラ等収益を生まない施設が含まれるこ

基礎インフラ
• 道路・歩道等の整備 等

• 公共交通
• 生活インフラ（電気・ガス・上下水道）

※公共負担も考えられる

• 収益を生まないインフラ整
備

（公共性が強い場合）
※ 一部公共負担も考えられる

• 円借款等により相手国で資金調達

表４ 日本の経験を生かした他国と差別化を図る都市像（スマートシティの場合）

土地利用
• 事業を実施する上での権
利取得

• 公共からの貸与（無償・低廉）
• JICA海外投融資等の公的金融（他
の事業と一体の場合）

【都市開発分野における日本の強み】

• 都市開発は、産業・文化・商業・交通等の複層的な計
画策定、その計画を具体化する複合的な整備、地域内
の調整等多様な要素を包含し、高度な技術が求められ
る事業分野である。

• また、我が国は、戦後の復興から高度経済成長を経て、
環境共生型都市の推進、少子高齢化に対応したまちづ

・また、都市開発事業は基礎インフラ等収益を生まない施設が含まれるこ
とや、新興国特有の開発リスクの高さ等により採算性確保が困難になって
いる。

・複合的な都市開発事業分野では、一民間企業だけでは資金の面等から参
入が困難。よって、表３のような各種資金ソースの組み合わせが効果的に
なる。
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表４．日本の経験を生かした他国と差別化を図る都市像（スマ トシティの場合）

【日本の強みを踏まえた都市像の確立】
相手国にと て魅力的な都市像を提示することにより競合企業（国）と

環境共 都市 推進、少子高齢化 対応 たまち
くり等、様々なフェーズにおける都市開発を経験して
きた。新興国では、国ごとに様々な発展段階に位置す
ることから、我が国が経験してきた様々なステージで
得た知見を、ニーズに応じて提供することが可能であ
る。

企業にリードされる懸念もあ
り）

• 上記以外に、公的資金を取り
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・相手国にとって魅力的な都市像を提示することにより競合企業（国）と
差別化を図っていくことが重要になる。

・各企業による強み、経験を生かし、表４のようなスキームで海外都市開
発事業に参入していくべきではないか。同様のスキームは、天津や蘇州の
スマートシティで成功している例もあり、日本モデルとして新たな要素を
加えて昇華させることが求められる。


